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回次
第106期

第１四半期
連結累計期間

第107期
第１四半期

連結累計期間
第106期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 52,880 60,706 223,377

経常利益 （百万円） 4,703 5,615 18,725

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（百万円） 2,332 1,704 7,872

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,950 7,037 17,123

純資産 （百万円） 78,395 96,167 90,563

総資産 （百万円） 174,023 194,012 183,391

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円） 89.56 65.43 302.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.4 40.4 41.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,043 △1,389 16,834

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2,191 △3,184 △6,636

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △991 3,088 △10,737

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 16,345 16,404 17,407

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

（連結業績） （単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減額 増減率

売上高 52,880 60,706 7,825 14.8％

営業利益 4,337 5,013 676 15.6％

経常利益 4,703 5,615 912 19.4％

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,332 1,704 △627 △26.9％

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、コロナ禍からの回復に向け、経済社会活動の正常化が進み、持ち直し

の動きがみられましたものの、資源価格の高騰に急激な円安が重なる厳しい状況となりました。海外経済につきまし

ては、米国を中心に回復が続く一方で、新型コロナウイルス感染症の影響に、地政学リスクの増大やサプライチェー

ンの混乱、金融資本市場の変動などが加わり、不確実性の高い状況となりました。

　国内市場におきましては、新築住宅市場、リフォーム市場の需要は堅調に推移したものの、石化製品や木質原料な

どの原材料価格やエネルギーコスト、海運コストなどが上昇する厳しい状況が続きました。また、当社におきまして

は、前第４四半期連結会計期間に発生した建材事業の一部製品の納期遅延や受注制限による販売面への影響が依然と

して残り、回復するまでには至りませんでした。公共・商業建築分野におきましては、首都圏を中心とした各種再開

発プロジェクトの再開により工事需要は回復したものの、建設資材や労務費の上昇により工事の採算性において厳し

い状況となりました。

　海外市場におきましては、国内同様に各種コストアップによる影響が続く中、米国を中心とした経済回復による家

具・建材用途での需要増や南洋材合板の調達難に伴う代替需要増により、ＭＤＦに対する引き合いが強まる状況が続

きました。米国では、住宅需要の好調さが継続するとともに、木造住宅の構造材として使用されるＬＶＬの販売価格

に影響を与える木材製品の市況価格も高水準で推移しました。

　このような経営環境の中、当社グループは、創立80周年を迎える2025年度にありたい姿を描いた長期ビジョン『Ｇ

Ｐ２５』実現に向けた最終ステップとなる新中期経営計画『ＧＰ２５ ３rd Stage』（2022-2025年度）をスタートさ

せました。基本方針として掲げる「成長戦略の実行」を着実に推し進めるべく、国内市場では、2022年度新製品の発

売により住宅市場向け、公共・商業建築分野向け両面で製品ラインアップの拡充を図るとともに、オフィスにおける

ウェブ会議の急増やテレワークの定着などニューノーマルの生活様式の浸透を背景に、防音や遮音といった音環境改

善に対するニーズが高まる中、事業開始40周年を迎える音響製品の提案を強化しました。

　海外市場では、ＭＤＦの収益性改善に向けた構造改革を推進するとともに、上記のコストアップに対しまして、自

助努力で吸収しきれない部分につきましては、売価への転嫁を進めました。また、住宅市場の好調が続く米国におき

ましては、グループ間連携強化によるＬＶＬの安定供給に努めました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、次のとおりとなりました。

　売上高につきましては、前第４四半期連結会計期間に発生した建材事業の一部製品の納期遅延や受注制限の影響に

よる販売減はありましたものの、国内外でのＭＤＦや米国でのＬＶＬの販売価格の上昇に円安効果も加わり、増収と

なりました。

　利益につきましては、建材事業での減収に伴う利益減や原材料等のコストアップの影響はありましたものの、米国

でのＬＶＬの販売価格が高水準で推移したこと、また、合理化・コストダウンや売価への転嫁を進めたことにより増

益となりました。
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（素材事業） （単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減額 増減率

売上高 22,952 31,559 8,606 37.5％

営業利益 3,050 6,148 3,097 101.5％

（建材事業） （単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減額 増減率

売上高 22,768 20,391 △2,377 △10.4％

営業利益又は営業損失（△） 1,785 △528 △2,313 －％

（エンジニアリング事業） （単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減額 増減率

売上高 4,866 5,511 644 13.2％

営業利益 176 97 △79 △45.0％

　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

　なお、従来、本社等の一般管理部門に係る費用については、売上高に応じて各報告セグメントに配賦しておりまし

たが、各報告セグメントの業績をより適切に評価するため、当第１四半期連結会計期間から、本社等の一般管理部門

に係る費用のうち、報告セグメントと直接関連するものについては各報告セグメントに配賦し、報告セグメントに直

接関連しないものについては、全社費用として計上する方法に変更しております。以下の前年同四半期比較につきま

しては、前年同四半期の数値を変更後に組み替えた数値で比較分析しています。

　素材事業につきましては、売上高は、国内外でのＭＤＦや米国住宅市場でのＬＶＬの販売価格の上昇、国内の住

宅市場、公共・商業建築分野向けのダイライトの販売増により、増収となりました。

　利益につきましては、米国においてＬＶＬの販売価格が高水準で推移したこと、また、原材料価格や海運コスト

の上昇に対し、売価への転嫁を進めたことなどにより、増益となりました。

　建材事業につきましては、売上高は、住宅市場向けの音響製品で増収となりましたものの、前第４四半期連結会

計期間に発生したドアの納期遅延や一部床材において受注制限を実施したことに伴う販売減の影響により減収とな

りました。

　利益につきましては、上記の減収による影響に加え、合板等の原材料価格の上昇に対して、４月出荷分よりカタ

ログ価格の改定を実施するなど、売価への転嫁を進めましたものの、吸収するには至らず損失となりました。

　エンジニアリング事業につきましては、売上高は、オフィスビル等の内装工事の需要回復などにより増収となり

ましたものの、利益につきましては、建設資材価格や労務費の上昇に伴い工事の採算性が厳しくなったことにより

減益となりました。
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（連結財政状態） （単位：百万円）

前連結会計年度
当第１四半期
連結会計期間 増減額

資産 183,391 194,012 10,621

負債 92,828 97,845 5,016

有利子負債 28,500 33,427 4,927

純資産 90,563 96,167 5,604

（連結キャッシュ・フロー） （単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減率

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,043 △1,389 －％

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,191 △3,184 45.3％

財務活動によるキャッシュ・フロー △991 3,088 －％

②財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態は以下のとおりとなりました。

　資産につきましては、受取手形、売掛金及び契約資産等の売上債権の増加等により、前連結会計年度末比106億

21百万円増の1,940億12百万円となりました。

　負債につきましては、銀行借入の実行による短期借入金の増加等により、前連結会計年度末比50億16百万円増の

978億45百万円となりました。なお、有利子負債は、前連結会計年度末比49億27百万円増の334億27百万円となりま

した。

　純資産につきましては、非支配株主持分の増加等により、前連結会計年度末比56億４百万円増の961億67百万円

となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

10億２百万円減少し164億４百万円となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　営業活動の結果使用した資金は、13億89百万円（前年同期は20億43百万円の収入）となりました。これは、主に

売上債権の増加等によるものであります。

　投資活動の結果使用した資金は、31億84百万円（前年同期比45.3％増）となりました。これは、主に定期預金の

預入等によるものであります。

　財務活動の結果得られた資金は、30億88百万円（前年同期は９億91百万円の支出）となりました。これは、主に

銀行借入の実行等によるものであります。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。
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(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億13百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについて、

重要な変更はありません。

(6）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるPacific Woodtech Corporation社（本社：米国ワシ

ントン州、以下「ＰＷＴ社」という。）は、Louisiana Pacific社（本社：米国テネシー州）より、同社の住宅用構

造材製造事業（Engineered Wood Products事業、以下「本事業」という。）を取得する契約を締結しております。ま

た、本事業の取得によるＰＷＴ社のさらなる事業拡大に向け、共同出資者である伊藤忠商事㈱（本社：東京都港区）

が、北米建材事業で培ってきた企業買収に係るノウハウや、同社の既存事業との協業が不可欠であるとの両社の理解

のもと、本事業取得のためにＰＷＴ社が実施する増資を伊藤忠商事㈱が引受けることを決定しております。この結

果、第２四半期連結会計期間において当社におけるＰＷＴ社の議決権所有割合は51％から25％に減少し、連結子会社

から持分法適用関連会社となります。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 79,643,600

計 79,643,600

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
　　（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,080,043 27,080,043
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 27,080,043 27,080,043 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数

（千株）

発行済株式総数
残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2022年４月１日～
2022年６月30日 － 27,080 － 15,300 － 13,967

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,024,200 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,031,900 260,319 同上

単元未満株式 普通株式 23,943 － －

発行済株式総数 27,080,043 － －

総株主の議決権 － 260,319 －

①【発行済株式】

2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

大建工業株式会社
富山県南砺市井波１番地１ 1,022,400 － 1,022,400 3.78

（相互保有株式）

株式会社岡山臨港

岡山市南区海岸通二丁目
１番16号 1,800 － 1,800 0.01

計 － 1,024,200 － 1,024,200 3.78

②【自己株式等】

　（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,022,515株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,881 24,248

受取手形、売掛金及び契約資産 31,241 34,728

電子記録債権 9,077 10,919

商品及び製品 20,212 20,767

仕掛品 3,072 3,604

原材料及び貯蔵品 11,203 12,701

その他 4,729 5,146

貸倒引当金 △132 △133

流動資産合計 102,286 111,982

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,970 12,161

機械装置及び運搬具（純額） 19,166 19,876

土地 14,310 14,413

建設仮勘定 1,292 1,350

その他（純額） 2,712 2,761

有形固定資産合計 49,451 50,563

無形固定資産

のれん 12,415 12,725

ソフトウエア 1,165 1,414

その他 1,391 1,265

無形固定資産合計 14,972 15,405

投資その他の資産

投資有価証券 11,719 10,894

退職給付に係る資産 2,529 2,494

繰延税金資産 1,033 1,288

その他 1,414 1,405

貸倒引当金 △42 △43

投資その他の資産合計 16,654 16,039

固定資産合計 81,077 82,009

繰延資産 27 21

資産合計 183,391 194,012

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,672 21,574

電子記録債務 6,978 6,869

短期借入金 5,983 10,615

１年内償還予定の社債 8,000 8,000

１年内返済予定の長期借入金 2,860 6,213

未払金 19,434 18,149

未払法人税等 1,325 1,188

賞与引当金 2,723 1,341

製品保証引当金 282 276

訴訟損失引当金 27 27

その他 5,992 8,197

流動負債合計 74,280 82,454

固定負債

社債 5,000 5,000

長期借入金 6,360 3,309

繰延税金負債 1,627 1,495

製品保証引当金 691 681

退職給付に係る負債 3,573 3,582

訴訟損失引当金 358 358

負ののれん 13 12

その他 923 950

固定負債合計 18,547 15,390

負債合計 92,828 97,845

純資産の部

株主資本

資本金 15,300 15,300

資本剰余金 13,958 13,958

利益剰余金 38,501 38,772

自己株式 △1,364 △1,364

株主資本合計 66,395 66,667

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,924 3,342

繰延ヘッジ損益 459 231

為替換算調整勘定 4,380 6,905

退職給付に係る調整累計額 1,327 1,281

その他の包括利益累計額合計 10,091 11,761

非支配株主持分 14,075 17,739

純資産合計 90,563 96,167

負債純資産合計 183,391 194,012
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

売上高 52,880 60,706

売上原価 37,792 43,089

売上総利益 15,087 17,616

販売費及び一般管理費 10,750 12,602

営業利益 4,337 5,013

営業外収益

受取利息 7 46

受取配当金 162 144

負ののれん償却額 0 0

持分法による投資利益 9 19

為替差益 36 238

その他 222 222

営業外収益合計 439 672

営業外費用

支払利息 51 49

売上債権売却損 2 2

その他 20 19

営業外費用合計 73 71

経常利益 4,703 5,615

特別利益

固定資産売却益 0 46

投資有価証券売却益 415 －

特別利益合計 416 46

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 27 72

投資有価証券評価損 － 18

その他 － 1

特別損失合計 28 91

税金等調整前四半期純利益 5,091 5,569

法人税、住民税及び事業税 1,736 1,738

法人税等調整額 △146 △169

法人税等合計 1,590 1,569

四半期純利益 3,500 4,000

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,168 2,295

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,332 1,704

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

四半期純利益 3,500 4,000

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △752 △581

繰延ヘッジ損益 △166 △191

為替換算調整勘定 382 3,857

退職給付に係る調整額 △13 △47

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 △550 3,037

四半期包括利益 2,950 7,037

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,706 3,374

非支配株主に係る四半期包括利益 1,243 3,663

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,091 5,569

減価償却費 1,375 1,408

固定資産除却損 27 72

固定資産売却損益（△は益） △0 △46

投資有価証券売却損益（△は益） △415 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 18

のれん償却額 424 465

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,337 △1,401

製品保証引当金の増減額（△は減少） △61 △15

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 19 41

受取利息及び受取配当金 △170 △190

支払利息 51 49

為替差損益（△は益） △31 △40

持分法による投資損益（△は益） △9 △19

売上債権の増減額（△は増加） △710 △4,827

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,290 △1,645

仕入債務の増減額（△は減少） △128 △390

未払費用の増減額（△は減少） 1,740 1,973

その他 △418 △560

小計 4,156 460

利息及び配当金の受取額 170 190

利息の支払額 △34 △35

法人税等の支払額 △2,248 △2,004

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,043 △1,389

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △1,781 △1,846

有形固定資産の取得による支出 △931 △867

有形固定資産の売却による収入 15 80

投資有価証券の取得による支出 △21 △11

投資有価証券の売却による収入 705 －

その他 △177 △539

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,191 △3,184

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 284 4,600

長期借入金の返済による支出 △60 △48

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △57 △29

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △1,041 △1,433

非支配株主への配当金の支払額 △116 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △991 3,088

現金及び現金同等物に係る換算差額 51 482

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,087 △1,002

現金及び現金同等物の期首残高 17,433 17,407

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 16,345 ※１ 16,404

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

債権流動化に伴う買戻し義務 192百万円 108百万円

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

債権流動化に伴う買戻し義務

前第１四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年６月30日）

現金及び預金勘定 18,137百万円 24,248百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,791 △7,843

現金及び現金同等物 16,345 16,404

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,041 40.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,433 55.00 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

配当金支払額
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

素材事業 建材事業
エンジニ
アリング

事業
計

売上高

一時点で移転される
財

22,952 22,768 1,891 47,613 2,273 49,886 － 49,886

一定の期間にわたり
移転される財

－ － 2,968 2,968 － 2,968 － 2,968

顧客との契約から生
じる収益

22,952 22,768 4,860 50,581 2,273 52,855 － 52,855

その他の収益 － － 6 6 18 25 － 25

外部顧客への売上高 22,952 22,768 4,866 50,588 2,292 52,880 － 52,880

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,039 216 201 1,458 － 1,458 △1,458 －

計 23,992 22,985 5,067 52,046 2,292 54,338 △1,458 52,880

セグメント利益 3,050 1,785 176 5,013 106 5,119 △782 4,337

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含

んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

素材事業 建材事業
エンジニ
アリング

事業
計

売上高

一時点で移転される
財

31,559 20,391 1,837 53,788 3,196 56,984 － 56,984

一定の期間にわたり
移転される財

－ － 3,667 3,667 － 3,667 － 3,667

顧客との契約から生
じる収益

31,559 20,391 5,504 57,455 3,196 60,652 － 60,652

その他の収益 － － 6 6 47 53 － 53

外部顧客への売上高 31,559 20,391 5,511 57,461 3,244 60,706 － 60,706

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,328 181 178 1,688 － 1,688 △1,688 －

計 32,887 20,572 5,689 59,150 3,244 62,394 △1,688 60,706

セグメント利益又は損
失（△）

6,148 △528 97 5,717 254 5,971 △957 5,013

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含

んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　従来、本社等の一般管理部門に係る費用については、売上高に応じて各報告セグメントに配賦しておりました

が、各報告セグメントの業績をより適切に評価するため、当第１四半期連結会計期間から、本社等の一般管理部門

に係る費用のうち、報告セグメントと直接関連するものについては各報告セグメントに配賦し、報告セグメントに

直接関連しないものについては、全社費用として計上する方法に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の算定方法により作成したものを記載し

ております。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 89円56銭 65円43銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益
（百万円） 2,332 1,704

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益（百万円） 2,332 1,704

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,044 26,057

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　当社の特定子会社であるPacific Woodtech Corporation社（本社：米国ワシントン州、以下「ＰＷＴ社」とい

う。）を通じて、Louisiana Pacific社（本社：米国テネシー州）より、同社の住宅用構造材製造事業

（Engineered Wood Products事業）を取得することを2022年６月22日に合意し、これに伴い、2022年８月１日付で

ＰＷＴ社の増資を行いました。これにより、第２四半期連結会計期間において特定子会社の異動及び特別利益の計

上が見込まれます。

１．特定子会社の異動

(1）当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　名称　　　　：Pacific Woodtech Corporation

②　住所　　　　：1850 Park Lane, Burlington, Washington, 98233 U.S.A.

③　代表者の氏名：James J. Enright（Director, President &CEO）

④　資本金　　　：（増資前） 26,000千米ドル（約 33億円）

（増資後）203,765千米ドル（約264億円）

⑤　事業の内容　：住宅用構造材LVL・I-Joistの製造販売

(2）当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の議

決権に対する割合

①　当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数

異動前：165,750個（うち間接所有分－個）

異動後：165,750個（うち間接所有分－個）

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前：51.00％（うち間接所有分－％）

異動後：25.00％（うち間接所有分－％）

（注）総株主等の議決権に対する割合は、ＰＷＴ社の2022年８月１日現在における増資実施後の総株主等

の議決権の数（663,000個）を基準に算出しております。

(3）当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由　：当社の特定子会社であるＰＷＴ社の増資に伴い、当社の議決権所有割合が減少するため、

子会社から関連会社となり、特定子会社から外れるためであります。

②　異動の年月日：2022年８月１日

２．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象

(1）当該事象の発生年月日

　2022年８月１日

(2）当該事象の内容

　当社の連結子会社であるＰＷＴ社の増資に伴い、当社の議決権所有割合が減少するため、連結子会社から持

分法適用関連会社となり、2023年３月期第２四半期において特別利益（持分変動利益）約36億円を計上する見

込みです。なお、持分変動利益につきましては一定の前提条件に基づいており、変動する可能性があります。

(3）当該事象の連結損益に与える影響額

　「(2) 当該事象の内容」に記載のとおりであります。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

- 20 -



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月４日

大建工業株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 向　山　典　佐

指定社員
業務執行社員

公認会計士 濵　田　善　彦

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大建工業株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大建工業株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
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　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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